
7.8

監理事務所

契約保証補正

（直接工事費計上分）

建築工事

数量 単位

1 か所

54.0 ｍ

1 か所
57.0 ｍ

1 か所
30.0 ｍ

1 式
5 人
1 か所

超音波探傷試験 124か所×0.1 13 か所
5.0 台

37.0 ㎡

SUSスクラップ控除 あり

適用単価 刊行物　

内部　仮設間仕切り
安全対策費

成形鋼板　Ｈ3000
13.8m2　B種　撤去共
交通誘導員B

1524×6096　22㎜

適用単価

化学物質濃度測定

敷き鉄板

クロスゲート W6000×H1800　資材置場 　６か月程度

ガードフェンス H1800

クロスゲート W6000×H1800　浄化槽工事期間　３か月程度

揚重機械器具費 ラフテレーンクレーン　4.9ｔ

ガードフェンス H1800　浄化槽工事期間
パネルゲート

刊行物　

仮囲い

あり

項　　目 摘　　要

（共通仮設費積上分）

あり

前払い率 35％を超える場合

か月

金銭的保証

適用単価

アルミ屑スクラップ控除

諸
経
費
情
報

諸経費工種類 改修建築工事(主たる工事）、改修機械設備工事

刊行物　ヘビーH2、H4

共通仮設費率算定工期（Ｔ）

鉄屑スクラップ控除

(電気、機械設備工事のみ） 労務費の比率が著しく少ない工事に該当しない

鉄骨工事

なし

あり

公共建築工事積算基準（平成28年12月20日　国営積第18号）

令和４年４月

積算基準適用版

工事費積算参考資料

　　契約番号

　　工事名

は応じませんので、あらかじめご承知おきください。

　なお、本資料の有効期限は、この工事の入札日までとします。

　本資料は、入札参加者の適切な見積に資するため、発注者が用いた積算資料を参考として

提示するものであり、契約約款第１条の設計図書ではありません。

　従いまして、請負契約上の拘束力を生じるものではなく、この資料をもって変更等の協議に

施行年度 令和4年度

2022000335

大山田保育園給食室増築工事

公共建築工事共通費積算基準（平成28年12月20日　国営積第18号）

単価適用日



電気工事
数量 単位

機械設備工事
数量 単位

（現場管理費積上分）
建築工事

数量 単位

電気工事
数量 単位

機械設備工事
数量 単位

（その他）
建築工事

数量 単位
77.4 ㎡
1.6 ㎡
2.4 ㎡
18.0 ｍ

電気工事
数量 単位

機械設備工事
数量 単位

項　目

項　目

摘　　要

摘　　要

　（１）共通仮設費及び現場管理費は、新営工事と改修工事に区分して計算する。

２．新営工事と改修工事を一括して発注する場合

発生材処分費を含めて発注する場合は、これらの費用の共通仮設費及び現場管理費を算定しない。

インターロッキング舗装 ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞt60ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾀｲﾌﾟ　砂t30　路盤工:ｸﾗｯｼｬﾗﾝRC-40 t100

摘　　要

摘　　要

摘　　要

項　目

項　目

アスファルト舗装 表層:密粒ｱｽｺﾝt50　路盤工:ｸﾗｯｼｬﾗﾝRC-40 t150
金鏝押さえ　土間ｺﾝｸﾘｰﾄt150、ｴﾗｽﾀｲﾄ目地W10×H50、ﾜｲﾔｰﾒｯｼｭ6φ-100、路盤工:ｸﾗｯｼｬﾗﾝRC-40 t150

駐車区画復旧白線引き W150

コンクリート舗装

　（４）一般管理費は、新営工事と改修工事の工事原価の合計額に対する一般管理費等率により算定する。

　　　する。

　（３）積み上げによる共通仮設費及び現場管理費は新営工事と改修工事のうち主な工事の共通仮設費又は現場管理費に計上

　（２）共通仮設費率及び現場管理費率は、新営工事と改修工事の直接工事費の合計額に対する新営工事と改修工事の共通仮設費

　　　率、純工事費の合計額に対する新営工事と改修工事の現場管理費率とする。

項　目

項　目

項　目

１．発生材処分費の取り扱いについて

摘　　要

摘　　要

摘　　要

項　目




